
山梨県ＩＲ資料

H26.10.27(月)
第13回市場公募地方債発行団体合同IR説明会
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１．山梨の展望
リニア中央新幹線
中部横断自動車道の開通
世界文化遺産・富士山

２．山梨県の財政
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リニア中央新幹線

■総延長 約４３８ｋｍ（１０都府県）

■２０２７年開業 東京都～名古屋市間 約２８６ｋｍ（所要時間 ４０分）

■２０４５年開業 東京都～大阪市間 約４３８ｋｍ（所要時間 ６７分）
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リニア中央新幹線



甲府駅
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リニア中央新幹線

リニア駅予定地



予定地南側より撮影

駅予定地

ＳＩＣ予定地

リニア中央新幹線
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成田国際空港

羽田空港

中部国際空港

甲府
鉄道：約190分（かいじ・成田エクスプレス）
バス：約215分

鉄道：約140分（あずさ・京急）
バス：約195分

鉄道：約240分（あずさ・しなの・名鉄）
バス：（なし）

成田国際空港

羽田空港

中部国際空港

山梨名古屋 品川

リニア：約25分リニア：約40分

成田エクスプレス

：約65分

京浜急行：約20分
名鉄：約30分

中部国際空港まで

85分
（乗り換え15分）

羽田空港まで

60分
（乗り換え15分）

成田国際空港まで

105分
（乗り換え15分）

［拠点空港との所要時間変化］

現状

東京

仙台（宮城県）
新潟（新潟県）

長野（長野県）

日立（茨城県）

甲府

名古屋（愛知県）

東京（現状90分圏）

上越新幹線

東北新幹線

常磐線特急

北陸新幹線

中央線特急

東海道新幹線

大宮（埼玉県）

国分寺（東京都）

横浜（神奈川県）

船橋（千葉県）

松戸（千葉県）

山梨県

東京

東京（リニア25分圏）

高崎線・宇都宮線

常磐線

総武線

東海道線

中央線

リニア甲府

※各駅停車の場合

リニア
開業後

リニア中央新幹線
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○東京から２５分圏にある都市の地価比較

都市 地価
（住宅地平均価格・円/㎡・平成２５年）

埼玉県さいたま市 １７２，７００

千葉県船橋市 １３６，６００

千葉県松戸市 １２８，９００

東京都国分寺市 ２６３，８００

神奈川県横浜市 ２０５，３００

山梨県甲府市 ４９，０００

リニア中央新幹線
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平成２５年６月３日（月） 都留市リニア実験センター付近 （山梨県撮影）

車体側面ロゴ

・平成２５年６月３日にお目見え
・同年８月２９日から走行試験を再開
・体験乗車は平成２６年１１月に開始予定

リニア中央新幹線
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【ＭＬＸ０１-２】
有人鉄道走行の世界最高
速度（ ５８１km/h）を
記録した車両を展示

【リニア見学センター(都留市)】

リニア中央新幹線
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2017年
開通予定

中部横断自動車道の開通
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○清水港について
・港湾貿易額ランキング（２０１２年 国土交通省）
全国１２位

・コンテナ取扱量（２０１２年速報値 国土交通省）
全国 ７位

・国際拠点港湾
国際海上貨物輸送網の拠点となる港湾として指定
（全国に１８港）

・山梨県からも便利なアクセス
中部横断道を経て、東名清水ＩＣから約３km

中部横断自動車道の開通
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○平成26年第１四半期
延べ宿泊者数
伸び率全国９位

外国人延べ宿泊者数
伸び率全国１位

○富士山の世界遺産登録効
果は徐々に現れている。

国際的にグレードの高い
保養・観光地を目指す。

世界文化遺産・富士山

○平成25年6月、富士山が世界文化遺産に登録決定
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１．山梨の展望
リニア中央新幹線
中部横断自動車道の開通
世界文化遺産・富士山

２．山梨県の財政
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普通会計決算の状況 財政の相対比較

首都圏・近郊団体（東京都除く）：茨城県・栃木県・群馬県・埼玉県・千葉県・神奈川県・
長野県・静岡県の8団体に山梨県を含む９団体

H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

歳入決算額　　（億円） 4,995 5,000 4,854 5,111

県税 921 929 930 925

地方交付税 1,283 1,327 1,318 1,324

臨時財政対策債 544 377 347 354

県債 （臨時財政対策債除き） 416 380 430 445

その他 1,831 1,987 1,829 2,063

歳出決算額　　（億円） 4,727 4,768 4,640 4,858

義務的経費 2,112 2,075 2,060 2,030

投資的経費 1,069 1,007 1,011 1,102

実質収支　　　 （億円） 48 49 56 42

経常収支比率     (%) 88.2 92.5 93.8 93.4

投資的経費比率 (%) 22.6 21.1 21.8 22.7

首都圏・
近郊9団体

実質県税      （億円） 939 ７位 ２０位

( 3,365 )

実質法人２税  （億円） 325 １位 ６位

( 1,033 )

経常収支比率　(％) 93.8 ３位 ２０位
（加重平均） ( 94.6 )

25.2 １位 １０位
（加重平均） ( 28.1 )

１位 ３位

１位 ４位

９位 ４２位

地方債残高   （億円）
（普通会計） ９位 ４０位

人口１人当たり　多い方から

少ない方から

H24年度
決算値

（）は都道府県平均

順位

全国

人口１人当たり　多い方から

人口１人当たり　少ない方から

( 18,898 )

標準財政規模当たり　少ない方から

392 人口１人当たり　多い方から

（財政調整基金・減債基金計） ( 461 )

標準財政規模当たり　多い方から

基金残高     （億円）

歳出に占める人件費(%)

9,803

財政構造と特徴
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健全化判断比率等の状況

※実質赤字比率、連結実質赤字比率は、赤字額がないため「－」表示
資金不足額がない会計については「－」表示

○平成２５年度決算に基づき算定した本県の比率は、いずれも健全化の判断基準を下回る状況
○実質赤字額、連結実質赤字額ともに前年度同様生じていない
○前年度決算比で、実質公債費比率は０．１ポイント、将来負担比率は０．９ポイント改善
○ いずれの公営企業会計においても、資金不足額は前年度同様生じていない

H22年度H23年度H24年度H25年度

電気事業会計 － － － －

温泉事業会計 － － － －

地域振興事業会計 － － － －

流域下水道事業特別会計 － － － －

資
金
不
足
比
率

財政構造と特徴
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実質県税収入の推移
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H19～25年度 ： 一般会計決算
H26年度 ： 一般会計当初予算
※14ページ県税の歳入決算額との差は、地方消費税の清算と
地方法人特別譲与税の扱いの違いによる

実質法人２税

その他の税

個人県民税



85

90

95

100

105

85

90

95

100

105

H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25

職員数の推移（Ｈ５を１００とした指数）

全都道府県

山梨県

職員の削減状況
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県債残高： 県債残高から、臨時財政対策債、減税
補填債、臨時税収補填債を除いたもの

県債残高の推移（H１９を１００とした指数）

県債残高の推移



資金調達
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H25年度までは普通会計決算額（借換債除く）
H26年度の資金割合はH25年度の政府資金割合を据置いて示した見込額

H26年度は２００億円の市場公募債を発行

資金別借入額・構成割合の推移

・財投改革に伴い、地方債計画において
政府系資金から民間資金へ調達先がシフト
・本県においても民間資金割合が増加

（発行総額に占める民間資金の割合）

H15年度 25.9％→ H25年度 74.5％

市場から長期にわたり安定的な資金を
調達し、財源を確保する必要

100%

50%

億円

0%

民間資金

市場公募資金

民間資金＋
市場公募資金割合

政府系資金



○ 公共事業などの公的資本形成の財源となっている、通常の県
債残高については、ある程度コントロールが可能であり、償還財
源についても、交付税措置のある有利な起債を活用することで、
県負担を最小限にする工夫をしている。

○ 一方、出資法人への債務保証等については、県債等残高全
体に占めるウェートは大きくないが、債務保証が実際の債務に
なった場合、大きなリスク要因になると考えられる。

Ex） 住宅供給公社に対する県の損失補償残高 １０２億円

仮に１０２億円を県が一括返済する必要が生じた場合、県財政に大き
な影響が生じる。

○ こうした債務については、負担を分散してコントロールするとと
もに、負担額を圧縮していくことが必要。

出資法人改革
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H２５年度決算 林 業 公 社
環 境 整 備
事 業 団

農 業 振 興
公 社

土 地 開 発
公 社

住 宅 供 給
公 社

道路公社
やまなし産業
支 援 機 構

県出資金（出資割合％） 1(100) 10(33) 452(69) 20(100) 10(100) 613(50) 174(40)

経常損益 281 5 14 216 305 65 0

純資産又は正味財産 361 859 43 △7,266 △3,496 1,500 3,240

借入金残高 22,358 2,082 19７ 8,874 10,372 1,219 7,689

県による

財政支援の
状況

補助金 587 581 24 201 240 0 114

債務保証に係る
残高 － － － 8,755 － 627 ―

損失補償に係る
残高 7,147 2,377 164

－
10,225 － 2,067

○ 県出資法人数 ３７法人
うち、県が損失補償等を行っている法人は以下の７法人

（単位：百万円）

・大きな含み損
・多額の借入金
・事業環境の変化

・産業廃棄物最終処
分場の閉鎖

・債務超過
・多額の借入金
・事業環境の変化

※色つきの法人が国のガイドラインに沿って改革プランを策定し、抜本的改革を行う主要5法人

21

出資法人改革



２０１０
H２２年度

２０１１
H２３年度

２０１２
H２４年度

２０１３
H２５年度

２０１４
H２６年度

２０１５
H２７年度

２０１６
H２８年度

・・・・・ ２０３７
H４９年度

２０３８
H５０年度

林業公社

環境整備
事業団

土地開発
公社

住宅供給
公社

○出資法人改革を集中的に実施

２０１０年度以降、県の財政負担の大きい団体について、事業の廃止や債務の圧縮策を
相次いで決定。

2016年度に廃止
改革プラン
策定

１２月

２月 ２月

改革プラン
策定

第二次
改革プラン
策定

１２月 ３月

改革プラン
策定

改革プラン
改定

１０月

改革プラン
策定

３月

改革プラン
改定

１２月

産廃
最終処分場
閉鎖決定

2037年度
に廃止

2038年度に廃止

出資法人改革
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林業公社

○平成２３年１２月の改革プランに基づき、土地所有者との分収契約における分収割
合の見直しにより、県負担を１６７億円に縮減。
⇒２１億円の収支改善

○さらに第三セクター改革推進債を活用した債務処理により、県負担を１５４億円に
縮減。
⇒外部借入資金（６３億円）の適切な処理
⇒１３億円の収支改善（想定）

○全体で３４億円の収支改善

環境整備事業団

○山梨県環境整備センター（明野産業廃棄物最終処分場）の閉鎖を決定。
⇒最大３１億円の赤字削減

○平成２６年２月の改革プラン策定時における赤字額 ５５億円
※５５億円のうち、２７億円は、平成２５年度までに解消済み。

出資法人改革
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土地開発公社

○平成１７年度決算において、簿価と実勢価格との差額１１１億円について特別損失
を計上。

○平成２０年度に、土地開発基金と県の無利子貸し付けを活用した損失処理を開始。

○平成２２年度には、改革プランを策定し、新規事業は行わず、公社の損失処理を平
成４９年度までとし、実質的な廃止を決定。

住宅供給公社

○平成２６年３月に改革プランを改定し、県の財政支援を強化。（県の無利子貸し付
けによる有利子負債の圧縮等）
⇒２０億円の収支改善

○平成５０年度を目途とした公社の廃止を決定。

○平成２６～５０年度までの県負担額を５６億円→３６億円に縮減。

出資法人改革
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お問い合わせ先

山梨県総務部財政課 資金管理担当

TEL ０５５－２２３－１３８４
FAX ０５５－２２３－１３８５
mail zaisei@pref.yamanashi.lg.jp
web http://www.pref.yamanashi.jp/
〒400-8501 山梨県甲府市丸の内１－６－１
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